
劇場・音楽堂等に関する基礎データ
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１．劇場・音楽堂等の施設の状況
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○文化会館の数は増加傾向にあるが、近年その伸びは小さくなっている。

出典：文部科学省「社会教育調査」
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文化会館数の推移

※本調査において、「文化会館」とは地方公共団体、独立行政法人又は民間が設置する文化会館（劇場、市民会館、文化センター等）で、
音楽、演劇、舞踊等の主として舞台芸術のための固定席数300席以上のホールを有するもの



出典：文部科学省「社会教育調査」（平成20年度）

設置者別文化会館数

独立行
政法人

都道府県 市（区） 町 村 組合 私立 合計

全国 １０ １０５ １３１２ ２９７ ２３ ４ １４２ １８９３

○文化会館のうち、９割以上は地方自治体が設置者。その中でも市（区）立の文化会館が多数。

公立：１７４１館
（９２％）

※本調査において、「文化会館」とは地方公共団体、独立行政法人又は民間が設置する文化会館（劇場、市民会館、文化センター等）で、
音楽、演劇、舞踊等の主として舞台芸術のための固定席数300席以上のホールを有するもの
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出典：文部科学省「社会教育調査」（平成20年度）

設置者別文化会館数（都道府県別）

独立行政法人 都道府県 市（区） 町 村 組合 私立 合計

全     　国 10 105 1,312 297 23 4 142 1,893
北 海 道 － 2 46 21 － － 3 72

青 森 － － 13 6 1 － 1 21
岩 手 － 1 20 5 1 － 1 28
宮 城 － 1 27 9 － 2 1 40
秋 田 － 4 16 2 1 － － 23
山 形 － 2 14 6 － － － 22
福 島 － 1 27 7 － － 1 36
茨 城 － 1 34 2 1 － 1 39
栃 木 － 1 20 10 － － 1 32
群 馬 － 3 26 11 1 － 2 43
埼 玉 － 7 57 15 － － 1 80
千 葉 － 4 43 4 1 － 2 54
東 京 5 3 70 1 － － 49 128
神 奈 川 － 4 57 3 － － 8 72
新 潟 － 1 38 2 2 － 1 44
富 山 － 4 24 3 － － 1 32
石 川 － 4 18 6 － － 1 29
福 井 － 1 13 6 － － － 20
山 梨 － 1 13 5 2 － － 21
長 野 － 3 33 5 6 － 2 49
岐 阜 － 4 33 7 － － 1 45
静 岡 － 1 44 6 － － 1 52
愛 知 － 1 57 9 1 1 5 74
三 重 － 1 33 5 － － 1 40
滋 賀 － 3 26 5 － － － 34
京 都 － 7 19 2 1 － 8 37
大 阪 2 2 58 3 1 － 18 84
兵 庫 － 5 55 6 － － 8 74
奈 良 － 3 17 10 1 － 1 32
和 歌 山 － 1 11 9 － － － 21
鳥 取 － 3 7 5 － － － 15
島 根 － 1 16 2 － － － 19
岡 山 － － 31 8 － － － 39
広 島 1 3 37 5 － － 2 48
山 口 － 3 29 3 － － 1 36
徳 島 － 2 7 5 － － － 14
香 川 － 3 9 3 － － 1 16
愛 媛 － 1 18 7 － 1 － 27
高 知 － 1 8 4 － － 2 15
福 岡 1 3 47 19 － － 14 84
佐 賀 － － 13 6 － － 1 20
長 崎 － － 30 10 － － － 40
熊 本 － 1 20 9 － － － 30
大 分 － 3 19 1 － － － 23
宮 崎 － 1 16 7 － － 2 26
鹿 児 島 － 3 32 11 － － － 46
沖 縄 1 1 11 1 3 － － 17

※本調査において、「文化会館」とは地方公共団体、独立行政法人又は民間が設置する文化会館（劇場、市民会館、文化センター等）で、
音楽、演劇、舞踊等の主として舞台芸術のための固定席数300席以上のホールを有するもの
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出典：文部科学省「社会教育調査」（平成20年度）

文化会館の固定席数別ホール数

672施設

(31.2%)

575施設

(26.7%)

287施設

(13.3%)

312施設

(14.5%)

132施設

(6.1%)

61施設(2.8%) 54施設(2.5%)
64施設(3.0%)

300席以上500席未満

500席〃 750席〃

750席〃1,000席〃

1,000席〃1,250席〃

1,250席〃1,500席〃

1,500席〃1,750席〃

1,750席〃2,000席〃

2,000席 以上

○ 300席以上500席未満のホールを持つ施設の割合が最も多く、約３割（６７２施設）。
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個別ホール数文化会館数

○ 文化会館の個別ホール数は、１ホールだけの施設が７３．２％で全体の４分の３近くを占め、２ホールの施
設が２３％。

出典：文部科学省「社会教育調査」（平成20年度）
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8

２．劇場・音楽堂等における事業の状況



出典：文部科学省「社会教育調査」（平成20年度）

文化会館のホールへの入場者数（設置者別）

※ 「その他」とは、講演会、講習会、映写会等である。

○ 年間入館者数は２８００万人以上、１館当たりの入館者数は２万人以上である。

※本調査において、「文化会館」とは地方公共団体、独立行政法人又は民間が設置する文化会館（劇場、市民会館、文化センター等）で、
音楽、演劇、舞踊等の主として舞台芸術のための固定席数300席以上のホールを有するもの
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出典：文部科学省「社会教育調査」（平成20年度）

文化会館のホールへの入場者数（都道府県別）

※ 「その他」とは、講演会、講習会、映写会等である。 10



出典：「公立文化施設現況調査」（社団法人全国公立文化施設協会）（平成１８年度）

ホールの稼働率

・稼働率＝稼働日数÷利用可能日数（小数点２位以下四捨五入）
・平成18年度

※（社）全国公立文化施設協会に加入している国立、都道府県立及び市町村立の文化施設を対象に調査。調査対象施設1276施設、うち
1177施設より回答。所有ホール数は計1760。（平成18年度）

上欄：ホール数、下欄：稼働率（％）

○ ホールの平均稼働率は、５６．７％である。

収容人数
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出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）

公立文化施設における舞台芸術関係の自主事業実施率

○ 公立文化施設における「舞台芸術関係の自主事業」の推定実施率は、５９．４％である。

※「平成20年度全国公立文化施設名簿」（平成20年８月１日現在、（社） 全国公立文化施設協会）に掲載の2191施設のうち、国立及び
その他の施設を除いた「公の施設」2127施設の中で、「ホール利用の自主公演事業あり」と回答した1530施設を対象に調査。1159施
設より有効回答。

推定実施率 ＝ （実施施設数 ÷ 有効回答数） × （自主事業実施施設数 ÷ 公立文化施設全体）
※

※舞台芸術ジャンル
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出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）

公立文化施設における舞台芸術関係の自主事業の状況（舞台公演／公演以外）

○ 公立文化施設における自主事業として、「舞台公演」の推定実施率は５８．６％、「公演以外」（講座や
ワークショップ、館外事業等）の推定実施率は３１．７％である。

58.6

49.7

68.1

0 20 40 60 80

公立文化施設全体

（Ｎ＝2,127）

内、直営施設全体

（n＝1,115）

内、指定管理施設全体

（n＝1,012）

平成20年度 舞台公演自主事業 推定実施率

31.7

17.2

46.5

0 20 40 60 80

公立文化施設全体

（Ｎ＝2,127）

内、直営施設全体

（n＝1,115）

内、指定管理施設全体

（n＝1,012）

平成２０年度「公演以外」の舞台芸術ジャンル

自主事業推定実施率 ％％
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出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）

公立文化施設における舞台芸術関係の自主事業を統括する者の立場

○ 公立文化施設における舞台芸術関係の自主事業について、総括的に担当するのは「ホール常勤」の職員等で
ある施設が７６．５％を占めている。
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出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）

公立文化施設における舞台芸術分野の年間自主事業費総支出（総額）

○ 公立文化施設における自主事業費総支出（総額）は、平均値で３,２７１万円、中間値は１,１０４万円。
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出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）

公立文化施設における舞台芸術ジャンルの年間自主事業費総支出（総額）／事業収入

平成20年度
自主事業費
総支出（総額）

事業収入※１

支出―収入
（負担経費）※２

チケット収入
事業協賛金・事業
助成金等

収入計

平
均
金
額

32,711千円 19,333千円 10,228千円 24,570千円 9,479千円

n=937 n=880 n=465  n=886 n=937

100.0% 93.9% 49.6% 94.6% (29.0%)

○ 自主事業費総支出（総額）について回答した施設のうち、チケット収入があると回答した施設は９３．９％、
年間チケット収入は平均１，９３３万円。事業協賛金・事業助成金収入があると回答した施設は４９．６％、
年間平均金額は１，０２３万円。

○ 舞台芸術ジャンル自主事業を実施する公立文化施設が負担する自主事業経費は平均９４８万円で、総支出の平均
金額３，２７１万円の２９．０％に相当。

※１ ： 事業収入欄の「％」は各収入欄の回答割合。総支出の回答数のうち、該当する名目の収入があった施設の割合を示す。
※２ ： 支出－収入（負担経費）欄の「（％）」は、総支出平均金額に占める「施設が負担する経費」平均金額の割合を示す。

■平成20年度の自主事業費総支出（総額）／事業収入／「支出－収入」（見込み額）
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169施設

（17.9%）

159施設

（16.9%）

126施設

（13.4%）109施設

（11.6%）

89施設

（9.4%）

179施設

（19.0%）

112施設

（11.9%）
1～2件

3～4件

5～6件

7～8件

9～10件

11～19件

20件以上

出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）

公立文化施設における舞台公演自主事業数、公演回数

○ 舞台公演自主事業数は年間平均で９．９件である。

舞台公演自主事業数

合計
943施設
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出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」
（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）

公立文化施設における舞台公演自主事業のタイプ別実施率／ジャンル別実施率

※鑑賞型：人気アーティストのコンサート、海外オーケスト
ラ公演、有名劇団公演など、プロの優れた公演を有料で
実施し、市民に優れた舞台芸術の鑑賞機会を提供するも
の。ある程度の収入をあげる目的のもの。

※普及型：ハガキ応募による市民向け無料演劇鑑賞会、
ランチタイムのワンコインコンサートなど、無料、または極
めて安価な料金設定にして、採算性よりも広く市民に芸術
文化に親しんでもらうためのもの。

※参加型：市民ミュージカルや吹奏楽コンクール、県民合
唱など、市民自らが公演に出演するような事業。ワーク
ショップ後の発表会的な公演を含む。

（クラシック以外）

○ 鑑賞機会の提供を目的とした「鑑賞型」自主公演実施率は８７．４％、普及を目的とした「普及型」自主公演実
施率は５３．６％、市民が出演する「参加型」自主公演実施率は６３．４％。

○ 舞台公演のジャンル別の実施率では、音楽ジャンルの実施率が高く、「ポピュラー等音楽（クラシック以外）」
が最も多く７２．３％、次いで「クラシック音楽（オペラ含む）」が６９．１％。
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公立文化施設における舞台公演自主事業実施率（タイプ別×ジャンル別）

○ 音楽ジャンルでは、「クラシック音楽」より「ポピュラー等音楽」の方が「鑑賞型」の実施率が高い一方、「普
及型」「参加型」の実施率は低くなっている。

○ 全体的に「鑑賞型」の実施率が高い中、「舞踊」「総合・その他」では「参加型」の割合が比較的高い。

出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）19



公立文化施設のうち舞台公演自主事業実施施設における「買取型」「制作型」公演の実施率

※「買取型」公演：音楽事務所など民間プ
ロモーターや劇団・楽団、芸術創造団体
等から公演を買い受け、ホールの自主事
業として実施する公演のこと。

※「制作型」公演：ホールが独自にプロ
デュースする公演のこと。例えば、プロの
実演家や実演団体と交渉して作り上げる
公演、市民ミュージカルのように地域の
人が参加する公演をホールが制作するも
のなど。

○ 「買取型」自主公演実施率は８１．４％、「制作型」自主公演実施率は５２．５％。
○ 管理運営別に見ると、「買取型」の実施率に差異はないが、「制作型」の実施率は指定管理施設の方が高い。
○ 自主事業費総支出別、公演自主事業件数別に見ると、年間自主事業費６百万円以上、年間公演実施数５件以上の
施設で「買取型」実施率が９割前後以上。

出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会） 20



出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）

公立文化施設における舞台公演自主事業の実施内容を決定する際に重視するポイント
（買取型／制作型別）

○ 自主公演の内容を決定する上で最も重視するポイントは、「買取型」自主公演では「集客力」である一方、「制
作型」自主公演では「地域の文化振興に資するかどうか」である。
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公立文化施設における制作型自主公演事業数

183施設

（36.9%）

83施設

（16.7%）

63施設

（12.7%）

62施設

（12.5%）

55施設

（11.1%）

36施設

（7.3%）

14施設

（2.8%）

1件

2件

3件

4～5件

6～9件

10～19件

20件以上

■平成20年度の制作型自主公演事業数

合計
496施設

制作型自主公演事業数

○ 制作型自主公演事業数は年間平均で４．２件である。

出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）
22



公立文化施設における制作型自主公演のタイプ別実施率／ジャンル別実施率

（クラシック以外）

○ 制作型自主公演では、「参加型」の実施率が最も高い。一方、舞台公演自主事業全般では実施率８７．３％で
あった「鑑賞型」は、制作型自主公演では３８．９％となっている。

○ 舞台公演のジャンル別に見ると、制作型自主公演では「クラシック音楽」が５１．６％と最も高い。

出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会） 23



公立文化施設における制作型自主公演実施率（タイプ別×ジャンル別）

○ 「鑑賞型」「普及型」は、音楽ジャンルにおいて実施率が高く、その他のジャンルは１０％以下である。

出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）
24



出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）

公立文化施設における制作型自主公演を統括する者の立場

○ 制作型自主公演について、総括的に担当するのは「ホール常勤」の職員等である施設が約８割を占めている。
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出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）

公立文化施設における制作型自主公演の実施に当たっての
他の文化施設や地域の団体等との連携状況

○ 制作型自主公演の実施に際して、他の文化施設や地域の団体等と連携している施設は２９９施設
（６０．３％）。そのうち、連携先として「地域の芸術文化団体、ＮＰＯ、市民グループ等」をあげた施設が
最も多く、６８．２％。
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公立文化施設において制作型自主公演を実施しない理由

○ 制作型自主公演を実施しない主な理由として、「専門人材がない」（４２．９％）、「予算がない」
（４２．６％）、「人手が足りない」（３７．１％）ことがあげられている。

出典：「公立文化施設の事業に関する調査研究（自主事業等実態調査）結果報告書」（平成21年３月）（社団法人全国公立文化施設協会）
27
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３．劇場・音楽堂等における職員等の状況
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○文化会館の職員数は、１館あたり平均１０．６人。博物館や美術館よりも多く、図書館と同程度。

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H8 11 14 17 20

文化会館

図書館

博物館

（総合･歴史･美術系）

美術館

（単位：人）

文化会館 図書館
総合･歴史･美術系

博物館
(類似施設含む)

博物館
のうち

美術館

H8
15,865

（10.24人）
22,057

（9.21人）
22,773

（6.08人）
7,222

（8.55人）

H11
18,170

（10.38人）
24,844

（9.58人）
26,661

（6.28人）
8,577

（8.69人）

H14
18,198

（9.93人）
27,276

（9.95人）
29,427

（6.55人）
8,483

(8.20人)

H17
18,388

（9.75人）
30,660

（10.29人）
30,597

（6.50人）
9,437

（8.68人）

H20
20,027

（10.58人）
32,557

（10.29人）
31,326

（6.45人）
9,434

（8.57人）

括弧は１館あたりの職員数

出典：文部科学省「社会教育調査」

（人）

文化会館の職員数の推移



出典：文部科学省「社会教育調査」（平成20年度）

文化会館の職員数（設置者別／雇用形態別）

○ 文化会館の職員のうち、「専任」は４４．４％、「兼任」は１３．９％、「非常勤」は４１．７％である。
○ 公立の文化会館では、館長は「兼任」の割合が最も高く、指導系職員は「専任」の割合が最も高く、事務職
員等のその他の職員は「非常勤」の割合が最も高い。

※ 「専任」とは、常勤の職員として発令されている者であり、「兼任」とは、当該文化会館以外の常勤の職員で兼任発令されて
いる者であり、「非常勤」とは、非常勤の職員として発令されている者である。

※ 「その他の職員」とは，事務職員，技術職員，労務職員等である。
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ホールにおける職員数

出典：「地域の公立文化施設実態調査」（平成20年３月）（財団法人地域創造）

専用ホール全体
（1,211施設）※１

スタッフ
合計

〔職種別〕※２ 〔雇用形態別〕※３

事業系
スタッフ

施設管理系
スタッフ

舞台技術系
スタッフ

総務系
スタッフ・他

正規職員 非正規職員
出向・派遣・

その他

平均人数※４ 10.2人 3.1人 4.2人 3.0人 2.7人 4.8人 3.9人 5.2人

有効回答数※５ 968 711 896 714  694 919 720 536

推定在籍率※６ 73.5% 92.6% 73.8% 71.2% 94.9% 74.4% 53.1%

スタッフ合計 事業系スタッフ

有効回答数 平均人数 有効回答数 平均人数 推定在籍率

専用ホール全体（1,211施設） 968 10.2人 711 3.1人 73.5%

（設置主体別）

都道府県施設（86施設） 81 21.7人 70 6.2人 86.4%

政令市施設（94施設） 64 17.9人 49 5.5人 76.6%

市区町村施設（1,026施設） 818 8.4人 587 2.6人 71.8%

○ 専用ホールのスタッフ数は平均１０．２人。

※１ ： 「公の施設」である公立文化施設のうち、「ホール」、「美術館」、「練習場・創作工房」、及びそれらを含む「複合施設」を対象に調査。3944館、延べ4183施設（（財）地域創造調
べ）。 うち、「専用ホール」とは、コンサートホール、劇場、多目的文化ホール、能楽堂、オペラハウス、映像ホールなど、舞台芸術の公演等を主用途とする施設。

※２ ： 「事業系」とは、鑑賞、創造、普及、市民参加型等の事業、及び広報・営業等を担当する者。芸術系専門職の館長、芸術監督等を含む。「施設管理系」とは、貸し館、施設管理・メ
ンテナンス等を担当する者。

※３ ： 「正規職員」とは、直営の場合は地方公共団体の正職員、指定管理者の場合は正社員・正職員。「非正規職員」とは、嘱託、契約、臨時雇用等、施設を管理運営する団体が直接
雇用する者。「出向・派遣・その他」とは、設置主体や関連団体からの出向、人材派遣、業務委託先職員の常駐、その他実質的に施設運営を担う者。

※４ ： 平均人数は、有効回答における平均値（内訳の足し上げ結果はスタッフ計と合わない）。
※５ ： 有効回答数は、全数から無回答及び無効回答（合計値が内訳の合算と合致しないエラーなど）を除いた数。スタッフ合計の有効回答率は79.9%である（有効回答数968／専用

ホールサンプル数1,211）。
※６ ： 推定在籍率は、その職種又は雇用形態の人が在籍する施設の割合を推定した値。その職種又は雇用形態の有効回答数÷スタッフ合計数の有効回答数で算出した。

■平均スタッフ数／推定在籍率（専用ホール全体）

■スタッフ数合計の平均／事業系スタッフの平均（設置主体別）
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出典：「地域の公立文化施設実態調査」（平成20年３月）（財団法人地域創造）

芸術監督等を置くホールの数

※「公の施設」である公立文化施設のうち、「ホール」、「美術館」、「練習場・創作工房」、及びそれらを含む「複合施設」を
対象に調査。3944館、延べ4183施設（（財）地域創造調べ）。

※専用ホール：コンサートホール、劇場、多目的文化ホール、能楽堂、オペラハウス、映像ホールなど、舞台芸術の公演
等を主用途とする施設。

○ 専用ホールにおける芸術文化領域の専門職員の在任率は、芸術監督２．６％、プロデューサー４．２％、そ
の他５．９％である。
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４．指定管理者制度の状況



指定管理者制度の導入状況

※平成21年６月１日現在、公立文化施設数は2201施設
（（社）全国公立文化施設協会「全国公立文化施設名簿」）

○ 公立文化施設２，２０１施設のうち、指定管理者制度を導入しているのは１，０４８施設であり、全体の
４７．６％を占める。

出典：「公立文化施設における指定管理者制度導入状況に関する調査報告書」（平成21年12月）（社団法人全国公立文化施設協会） 34



指定管理者の種別

（参考）民間事業者運営施設数の推移（単独、民間共同体、ＮＰＯとの共同体、等の合計）

○ 指定管理者制度を導入している１，０４８施設のうち、約６割が自治体出資の財団等の公共的団体が単独で
指定管理者として指定されているが、民間事業者の参入割合は年々増加している。

出典：「公立文化施設における指定管理者制度導入状況に関する調査報告書」（平成21年12月）（社団法人全国公立文化施設協会） 35



指定管理者の募集方法

○ 指定管理者の募集方法については、半数以上の５９６施設（５６．９％）が公募しており、公募を導入する
施設数は年々増加している。

（参考）指定管理者公募施設数の推移

出典：「公立文化施設における指定管理者制度導入状況に関する調査報告書」（平成21年12月）（社団法人全国公立文化施設協会） 36



指定管理者の指定期間

出典：「公立文化施設における指定管理者制度導入状況に関する調査報告書」（平成21年12月）（社団法人全国公立文化施設協会）

（参考）指定期間４年以上の施設数の推移

○ 指定管理者の指定期間は、５年～７年未満が約５割と最も多い。また、指定期間４年以上の施設数は年々増加
している。
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利用料金制の導入状況

出典：「公立文化施設における指定管理者制度導入状況に関する調査報告書」（平成21年12月）（社団法人全国公立文化施設協会）

（参考）利用料金制導入状況の推移

○ 利用料金制※は、指定管理者制度導入施設の６９．４％が導入している。

※公の施設の利用に係る料金について、指定管理者の収入として、事業の実施等に運用することができる制度
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５．その他
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出典：社団法人日本オーケストラ連盟
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○ 社団法人日本オーケストラ連盟に加盟する団体とその加盟団体の公演回数は、近年、増加傾向に
あり、２００８年度の公演回数は過去最高の５０５回である。

※ 団体数は、社団法人日本オーケストラ連盟に加盟する団体数。

※ 上演回数は、社団法人日本オーケストラに加盟する団体が自主公演かつ定期公演の回数。

オーケストラ公演の状況
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出典：日本のオペラ年鑑２００８
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○ オペラの公演回数は、２００８年は１２１９回であり、団体数とともに増加傾向にある。

※ 団体数は、大規模会場（７５６席以上）及び中・小規模会場（７５６席未満）の上演された団体数で、国内団体・教育研究団体・海外
団体を含む。

※ 上演回数は、大規模会場（７５６席以上）及び中・小規模会場（７５６席未満）による上演回数。

オペラ公演の状況
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出典：社団法人日本演劇協議会「Join」

75 75 76 76 82 88 86 86 81 80

3,092
3,251

2,998 3,080
3,245

3,561
3,302 3,428

3,149 3,088

0

20

40

60

80

100

120

140

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

0

1,000

2,000

3,000

4,000
団体数

上演回数

（団体） （回）

（年度）

○ 社団法人日本劇団協議会に加盟する団体と加盟団体の公演回数は、１０年前からほぼ横ばいの
状態にあり、２００８年度の公演回数は３,０８８回である。

※ 団体数は、社団法人日本劇団協議会に加盟する団体数。

※ 上演回数は、社団法人日本劇団協議会に加盟する団体の主催（劇団の本公演（自主公演）・アトリエ公演）による上演回数。

劇団公演の状況
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出典：社団法人日本芸能実演家団体協議会

○ ２００４年において、歌舞伎公演の回数は１，７５８回、文楽公演の回数は４０８回である。

歌舞伎・文楽公演の状況

（回）



独立行政法人日本芸術文化振興会の概要
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